
政策転換に伴う地方行財政運営の混乱回避について

今般，平成２１年度の補正予算見直しにおいて，「地域医療再生基

金」や「地域活性化・公共投資臨時交付金」等の一部執行停止が閣

議決定されたが，地域経済は依然厳しい状況にあり，これら国の経

済危機対策を前提に，各種施策を計画・実施してきた地方として，

経済雇用情勢や住民生活への影響を懸念せざるを得ない。

また，子ども手当の創設，高速道路の無料化，自動車関係諸税の

暫定税率や後期高齢者医療制度の廃止，高校教育の実質無償化，戸

別所得補償制度の実施など，新政権が掲げる新たな政策は，住民生

活に密接に関連するものであり，地方行財政運営にも大きな影響を

及ぼすことが予想される。

こうしたことから，国においては，今後の経済雇用対策や新たな

政策の実施に当たり，一方的な決定を行うことなく，「地域主権」や

「説明責任」の観点に立ち，企画立案，制度設計の段階から，地方

側と十分な協議を行うよう強く要請する。

１ 経済雇用対策の推進について

今後の経済雇用対策の推進に当たっては，補正予算の見直しに

よる財源なども有効に活用するとともに，以下の点に留意するこ

と。  

（１）「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」及び「地域活性化・

公共投資臨時交付金」は，極めて厳しい地方財政の下，地域

の実情に応じた活性化策や公共投資を円滑に実施するため不

可欠な財源であることから，平成２２年度以降も維持するこ

と。  
（２）基金事業については，数年間継続して実施することにより

事業効果を発揮するものであり，全ての年度分について予算

を確保するとともに，住民の暮らしの「安心・安全」を守る

観点などから，継続して実施する必要がある事業については，

期限以降も適切な措置を講じること。

さらに，産学官が連携し地域活性化の核として不可欠なネ

ットワークの中心となる重要な拠点を構築する「地域産学官

共同研究拠点整備事業」は，地域の創意工夫を活かした産業

振興に当たって重要な施策である。先の閣議決定において凍

結されることとなったが，既に事業化に向けた検討が進んで

いることから，今後，来年度当初予算等において適切な代替

措置を講ずること。
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２ 新たな施策への地方意見の反映等

年金制度改革や医療保険制度の一元的運用，障害者福祉制度の

抜本的見直しなどを含め，新たな施策の検討に際しては，制度の

導入･廃止に伴い地方の行財政運営に混乱が生じないよう，以下の

点に留意すること。

（１）新たな施策の制度設計に当たっては ,住民に身近な地方の意
見を十分に反映すること。例えば，戸別所得補償制度は，補

償の基準となる生産費用・販売価格が全国平均で検討されて

おり，実質的な補償金に地域間格差が生じるなどのおそれが

あるため，それぞれの地域の実情を十分に反映すること。

（２）国と地方の役割を明確にし，本来，地方が実施すべき施策

については，財源措置を含め，地方で主体的に実施できる仕

組みとすること。

（３）新たな施策の実施に向けては，住民の生活や地方の事務処

理に混乱を来たさないよう，制度の内容を早期に明らかにし，

十分な移行期間を設けること。また，地方に負担が生じる場

合は確実な財源措置を適切に行うこと。

特に子ども手当については，地方の意見を反映し，国の責

任において財源を含め適切に対応すること。
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